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1イ ギ リスにおける絶対主義とその経済政策にウいて
イギ リスにおけ る絶対主義 とその経済政策 の分析 に先がけて,ま ず,絶 対主
義 とマーカ ンチ リズムの概 念を明 らかにす る ことが らは じめたい とお も う。そ
れは,概 念規定 の暖昧 さか ら生 じる歴史 的分析 の混迷 をふせ ぎたい と考 えるか
らであ る。
一般 に,「絶対 主義」(absolutism),「絶対王政」(absolute-nionarchy)は封建制
か ら資 本主義へ の移行期の過渡的国家権 力 として,し か も,そ の政 治的形態は
「ブル ジ ョア的発展 の所産」 として生みだ された最 高に して最後の封建的統一
権 力 と規定 され てい る。絶対君主 は 「王権神授説」(the'theoryofdivineright
・fking)に支 え られた最 高主権者 として,一 方 では中央集権権 力 として,他 方
では最強 の封建的権力 として存在す る。その権 力機構 は,絶 対 君 主 を頂点 に
「官僚機構i」(BureaucraticSystem)および 「常備軍」(StandingArmy)によって
構成 され てい る。絶対主義は,ま た,そ れ 自身が一 つの 「経済 的力能」 として
「封建的生産様式 の資本制的生産様式への転 化過程 を温室的に助長 して過 渡期
を短縮す るため に,社 会 の集 中的で組織 的な暴 力た る国家権力ω」 と しての役
割を果す ので ある。 そ して,こ の段階で展開 され る経済政策は,一 般に,「マー
カンチ リズム」・「重商主義」(mercantilism)と呼ばれ,そ れは,封 建制か ら資
本主義へ の移行期 を担 う資本 の本源的蓄積の政策体 系に照応す る ものであ る。
これ らの政 策が展開 され る時期 は,また,「マニ ュファクチ ュア」(manufacture,
Manufaktuir)時代に照応す る。絶対 主義 は,,資 本制的商品生産が まだ資本制的
単純 協業,い わゆ る 「初期 マニ ュフ ァクチ ュア」 の時期に形成 され,「本来的マ
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ニ ュフ ァクチ ュア」 の時期 に本格的に展開 され る。一般 に,初 期 マ ニュファク
チ ュア段 階の絶対 主義を 「初期絶対主義 」 と呼 び,本 来 的マ ニュファクチ ュア
時代の 「本格的絶対主義」 と区別 して考え られてい る。
本来的 マニュファクチ ュア時代は,絶 対主義の本格 的展 開の時期 であ り,こ
の過程は前期 的資本 のマ ニュフ ァクチ ュア資本へ の 転化や 直接生産者(自 営農
民 ・独立手工業者)の 生産手段へ の分離が,権 力に支え られて急速に進む シいわ
ゆ る 「資本の本源 的蓄積過程 の怒濤時代(2)」で もある。 しか し,こ の本 来的マ
ニ ュフ ァクチ ュア時代 も,産 業革命 の展開に よって,終 りをつげ る。マ ニ ュフ
ァクチ ュアは,旧 い生産様式 を根本的に変革す る ことがで きず,一 国 の工業生
産を断片的に征服す るに とどま り,つ ね に都市 の手工 業 と農村 の家内工業を広
汎 な生産 の基礎 と していた。産 業革命に よって もた らされ た機械制大工業が,
は じめて農村 の副業 を破壊 す ることに よつて,農 業 と工業 とが分離 し,産 業資
本 に必要 な国内市場 を全面 的に征服す るのであ り,し た が つて,資 本制的生産
様式へ の変革は産業革命を また なければな らないのである。
産業 革命期 は,そ の意味で資本 の本源 的蓄積 の完成過程 であ り,ま た,産 業
革命の完成 は資本主義的蓄積 法則に もとつ く資本制的商 品生産確立へ の過程で
もあ る。 した が って,産 業革命期の国家権 力は,市 民革命 を経過 しなが らも,
その経済 的革命 の終 了す るまで完全な ブル ジ ョア権 力へ の移行を遂げ る ことが
で きず,そ の本質 に絶対主義的政治体制を残 存す る。 その もとで展開 され る経
済政策はい うまで もな く,マ ーカ ンチ リズム政策体系 の存続 的形態 であ り,ブ
ル ジ ョア的経済政 策へ の樹立は産業革命の完成に よっては じめてな され るので
ある。 もちろん,こ の市民革命を 中心に進行す る産業 革命期の歴史 的見解 につ
いて別 の見解 もあ り必ず しも一致 していない㈲。
以上,資 本 の本源 的蓄積過程 に照応 した絶対主義権 力 とその経済政 策の一般
的問題 について明 らかに してきたが,し か し,こ れ らの一般的 ・歴史 的規定 に
ついては,現 在 なお,多 くの解 明 されなければな らない重 要な課題が残 され て
おり,わ れわれに多 くの問題 を投 げかけてい る。 と りわけ,こ れ らの課題 を 目
本に位置づけ る時,一 層多 くの難題 と見解の一致 しない多 くの問題が残 され て
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い る よ うに お もわ れ るo
そ こ で,研 究 の手 が か りと して 資 本 主義 の 祖 国 で あ り,資 本 主 義 が 典 型 的 に
発 展 した イ ギ リスを と りあげ,日 本 の絶 対 主 義 と殖 産 興 業 政 策 の特徴 を 明 らか
に して い き た い。 そ して,日 本 の歴 史 的 特殊 性 の な か で,イ ギ リス の一 般 的原
則 が どの よ うに貫 か れ て い るか を検 討 して い きた い 。
イ ギ リス に お け る絶 対 主 義 のは じま りは,15世 紀 末 に成 立 した 「チ ュー ダー
王朝 」(Tudor,1485-1603)に求 め る こ とが で き るだ ろ う。 チ ュ ー ダー 王 朝 は,
ヘ ン リー7世(HenryW ,1485-1509)が「ノミラ 戦 争」(War・ftheRoses,1455
-85)に よっ て,凋 落 しつ つ あ った封 建 的 領 主 勢 力 と台頭 して きた近 代 勢 力 と
の階 級 的 均 衡 の うえ に 樹 立 した封 建的 統 一 権 力 で あ る。 ヘ ン リー-7世は,王 権
を強 化 す るた め に,封 建 家 臣 団 を 解 体 させ官 僚 的政 治 機 構 を 整 備 した。1487年
に 「星 室 庁 」(C・urt・fStarChamber)とい う王立 裁 判所 を設 け,陪 審 な しに 国
事犯 を罰 して貴 族 を 抑 え,ま た 「枢 密 院 」(PrivyCouncil)1,こ新 興 市 民 層 を 登 用
す る な ど して,官 僚 政 治 を整 えた 。
この時 期 の経 済 構 造 は,資 本 制 的 商 品 生 産 の 出発 点 と して の 「初期 マ ニ ュフ
ァ クチ ュ ア」 の 時 代 で あ り,独 立 手 工 業 者 や ヨー マ ン リー(ye・manly)などの
小商 品 生 産 者 を 「問屋 制 前 貸 制 」(putting-outsystem)Vこよって 規 制 し,伸 長 し
て きた 前 期 的 資 本 が,王 権 と結 合 しな が ら活 躍 し た 時 代 で も あ る。 い わ ゆ る
「マ ー カ ンチ リズ ム」 政 策 の は じま りで あ る。 この時 期 に活 躍 した 前 期 的 資 本
は,ス テ ー プ ル商 人(Staplers),ハンザ商 人(Hansa),'マーチ ャ ン ト ・ア ドヴ
ェ ンチ ュラ ー ズ(MerchantAdventurers)などで あ るが,ヘ ン リー7世 は,ハ ン
ザ商 人 な ど外 国 商 人 を圧 迫 して イ ギ リス の商 人,と くに マ ーチ ャ ン ト ・ア ドヴ
ェンチ ュラ ー ズを 保護 した。 王 は,こ の商 人 に た い し,商 業 ・航 海 ・貿 易 に よ
る営 業 に特 権 を 付 与 して,そ の利 益 を分 ち あ った 。 ヘ ン リー-7世は また,そ の
経済 的基 礎 を か た め るた め に,貨 幣鋳 造 や 度量 衡 制 度 の全 国 的 統 一 に よって商
晶 ・貨 幣流 通 の 円滑 化 を は か り,一 方 で 国 内 の毛 織 物 工 業 の発 展 を は か るな ど
封 建 社 会 に お け る商 品 貨 幣 経済 の 発展 を 前 提 と し て の 素 朴 な 「重 金 主義 」
(Bullionism)=「取 引均 衡 制度 」(BalanceofBargainSystem)を実 施 した 。つ づ
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い て,ヘ ン リー-8世(Henry珊,1509-49)は,これ ら初 期 絶 対 主 義体 制 を 強 化
した。 と くに,か れ の政 策 は,「 ユ ー ス法 」(UseActi1536)や2度の 「修 道 院
解 散 令 」(ActfortheDissolutionoftheMonastertieS,'IS36,1539)など宗 教 改 革
を 中 心 にす す め られ た 。 修 道 院 を解 散 させ て,旧 教 会 の 物 質 的 ・経 済 的基 礎 を
奪 い 国 王 の支 配 を 強 化 した 。
チ ュ ー ダr一王 朝 に 代表 され る初期 絶 対 主 義 の 黄 金 時 代 を 築 い た の は,エ リザ
ベ ス1世(Elizabeth1,1558--1603)であ る。 エ リザベ スは,「礼 拝 統 一 法 」(Act
gfUnif・rmity,155g)を制 定 して,「イ ギ リス 国 教 主 義 」(Anglicanism)を確 立 し,
国王 を教 会 の首 長 と して プ イ ギ リス絶 対 主 義 の 強 固 な 精 神 的 支 柱 に した 。 エ リ
ザ ベ スは また マ ー カ ンチ リズ ム政 策 の 典 型 的 推 進 者 で もあ る。 まず,ト マ ス ・
グ レシ ァ ム(ThomasGresham,1519-79)の進 言 に よD.て1560年に 貨 幣 改 鋳 を
お こな い,さ らに,1563年に は 「徒 弟 条 例」(StatuteofApprentices)7,1601年に
「救 貧 法 」(P・・rLaw)・に よ って 労 働 統 制 を は か り,一 方 で は 多 くの 「特 許会
社 」(CharteredCompany)を設 立 して,こ れ に 外 国貿 易 や 重 要 産 業 の排 他 的独
占 権 を あ た え て 保 護 ・育 成 した 。 レヴ ァ:ント会 社(LevantComPany,1581)・ギ
ネ ア会 社(GuineaCompany,1588)や東 イ ン ド会 社(EastIhdiaC・mpany,1600)
な ど特 許 貿 易会 社 が これ で あ る。 ま た,国 内 の 産 業会 社 で は,鉱 山,ガ ラス,
硝 石,塩 な どの主 要 な産 業 を王 室 と結 託 した 貴 族 ・官 僚 ・商 人 な どに独 占 的特
許 権 を あ た え た 。 い わ ゆ る,王 立 マ ニ ュ フ ァ ク チ ュア を形 成 し,国 民 的産 業 を
抑 圧 した 。
こ う して,エ リザ ベ ス は,植 民 地 政 策 に よる 「貿 易 差 額 制 度 」(Balanceof
TradeSystem)を中 心 に,古 典 的 マ ー カ ンチ リズ ム政 策 を 遂 行 し,イ ギ リス絶
対 主義 の 世 界 的 繁 栄 の時 代 を 築 い た。
しか しな が ら,エ リザ ベ ス の残 後 急 速 に絶 対 主義 王 制 へ の批 判 が,議 会 を 中
心 に展 開 された 。 イギ リスに お け る後 期 絶 対 主 義 へ のは じま ヴで あ る。
後 期 絶 対 主 義 は,ジ ェ ・一:・ム ス1世(JamesI,1603-25)・チ ャー ル ズ1世
(CharlesI,1625--49)の前 期 ス チ ュ.アTト王 朝(EarlyStuart,1603-4g)期で あ
る。
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ジェームス1世 は,い わゆ る 「王 権 神 授 説」(thetheoryofdivine'rightof
king)を主張 して専制体制を強化.し,都市 の商工業者や地方 の小地主 ・上層農
民 な どの議会派勢力 との対決姿 勢を示 した61621年の議会におけ る 「独 占 論
争」(DiscussingofMonopolieSi)と「独 占廃 止法」(StatuteofMo⑪polies,1624)
の成立,1628年の 「権利請願」(PetitionofRight)の通過な どが これで ある。 ・
王は1629年議会を解散 しet議会 な しで トン税(T・nnage)・ポ ン ド税(Poundage)
を徴収 し,独 占特許 制を復活 して これを濫発 し,民 有地を取立 て これを主領地
に加 え,星 室庁を強化 して清教徒 を弾圧す るな ど,初 期絶対主義 に示 された近
代的 ・進歩的政策 を捨 て去 り,保 守的 ・反動的性格を露 呈 して きた。'
この時期は,経 済 的に本格的 マニ ュファクチ ュアの時代 の展開期であ り,ラ
ンカシ ャーの羊毛工業 な どに顕著にみ られ るよ うに,前 期 的商業資本 が絶対主
義的権 力に支 え られて マ ニュファ クチ ュア資 本への転化 を と げ る過程 にあ っ
たω。 と くに,初 期 スチ ュアー ト絶対王制の時代には,王 室 と議会 との関係が
緊迫す るなかで,王 室はその非議 会的収入 を もとめて さか んに独 占的特許状を
濫発 した ことは市民革命前夜の状 況 と して注 目す る必要 がある。
こ うしたマ ーカンチ リズムの進行は,同 時に資本 の本源的蓄積を推 し進 める
過程 で もあ る。 絶 対主義の支柱 としての前期的商業資本は,「 問屋制前貸 制」
(putting・outSystem)を媒介 として小商品生産者の経営を解体 して,こ れ を事
実上 の賃労働者に転 落 させた。また,他 面 では,羊 毛輸 出お よび毛織 物工業の
発達は,地 主階級を刺激 し,地 主は農地 を牧草 地に転化 させ て,農 民 をそ の土
地か ら強制的に遊離 させた。 いわ ゆ る 「第 ・1次か こい こ み 運 動」(theFirst
Encl・sureM・vement)の革命的進行であ る。
これ らの ことが らが,不 可避的 に農民一揆,ギ ル ド民主化,反 独 占運動 を誘
発 させ,こ れが,市 民革命に流れ こんでい くのであ る。
イギ リスの 「市民革命」(B・utge・isRev・lution)はつ ぎの よ うな経 過 を た ど
る。1649年に前期 スチ ュアーF王 政 が議会勢 力 に 打 倒 さ れ て クロムウ ェル
(OliverCromwell,1599-1658)によって 「共和政治」(Commonwealth)が樹立 し
た。 さ らに これが1660年に王政 に再 び打 倒 されて 「王政復 古」(Restrati・n)レ
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チ ャ■・一ル ズ2世(Charlesll,1660-85)および ジ ェー ム ズ2世(Jamesll,1685-一一
88)の後 期 ス チ ュア ー ト王 政 が成 立 した 。 これ が1688年に 市 民 的 諸 勢 力=議 会
派(Parliamentarians)に再 び 打 倒 され て,ウ ィ リア ム3世(WilliamM,1689-
1702)による 「立 憲 王 政 」(ConstitutionMonarchy)が樹 立 した。 この約 半 世 紀
を イ ギ リス の市 民 革 命 は包 含 して い る 。 この市 民 革 命 の 過 程 で,イ ギ リス は
「国 王 派 」(Royalist)に代 表 され る封 建 的 諸 勢 力 と 「議 会 派 」 に 代表 され る市
民 的 諸 勢 力 とが対 立 ・抗 争 し,ま た あ る と きは 妥 協 す る とい う,複 雑 な階 級 闘
争 を 演 じた 。 そ して 革 命 は,究 極 的 に は地 主 と ブル ジ ョア ジー との妥 協 に 終 り
フ ラ ンス 革 命 よ りは不 徹 底 な 保 守 的 な革 命 で あ っ た。 そ の結 果,イ ギ リス の絶
対 主 義 体 制 は,古 典 的 な王 室 的 絶 対 主 義 は解 体 した が,「議 会 的 寡 頭 制 」(Parlia・
mentaryQligarchy)によ・る絶 対 主義 体 制 は 残 った 。 名 誉 革 命 に よ って,い わ ゆ
る 「議 会 主 権 」(S・vereignty・fParliament)が確 立 し,王権 を 議 会 が 制 約 しな が
ら もな お 絶 対 主義 時 代 の王 権 形 式 を残 し て い た 。 これ を 一 般 に 「制 限王 制 」
(LimitedMOnarchy)あるい は 「議 会 的 君 主 制 」(ParliamentaryMonarchy)とも
呼 ん で い る。 した が っ て,政 治 の実 権 も,地 主 貴 族 や 前期 的 資 本 に 握 られ て お
り,イ ギ リスの新 興 階 級=産 業 ブ ル ジ ョア ジ ーが,議 会 を 掌 握 して 政 治的 台頭
を 示 した の は,「 チ ャ ー テ ィス ト運 動 」(ChartistMovement)9こよ る1832年第1
次 の 「選 挙 法 改 正 法 」(TheReform.Act)から67年 の第 二 次選 挙 法 改 正 法 以 降
で あ る。
市 民 革 命 過 程 の経 済 体 制 は,マ ニ ュ フ ァ クチ ュア時 代 か ら産 業 革 命 時 代 に 入
っ てい っ たが,マ ー カ ンチ リズ ム体 制 は 引続 き残 存 して そ の機 能 を発 揮 した 。
この マ ー カ ンチ リズ ム政 策 を一 応,市 民 革 命 前 の 絶 対 主 義 段 階 で の 「王 室 的 マ
ー カ ンチ リズ ム」(R・yalMercantilism)と区 別 して ,「議 会 的 マ ー カ ンチ リズ ム」
(ParliamentaryMercantilism)と規 定 した い 。 歴 史 的 に は マ ー カ ンチ リズ ム政
策 の 最 後 の時 期,第3段 階 で あ り,「重 商 主 義 」 か ら 「産 業 保 護 主 義 」(Pr・tec・
ti・nisin)へ移 行 され た 段 階 と考 え る こ とが で き る。 こ の段 階 で は,と くに 貿 易
差 額 を 有 利 に す るた め に輸 入 制 限,輸 出奨 励 政 策 を と りな が ら,一 方 国 内 の産
業 の 保護 ・育成 を は か る政 策 が 展 開 され た 。
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この時期はまた,資 本の本源的蓄 積の完成過程であ り,い わ ゆる本源 的蓄積
の諸契機が 「植民制度,国 債制度,近 代的な租税制度お よび保護制度 において
体系的に総括 された(5)」形態で現われ るときで もあ る。 ここでその形態 を簡単
にみ ることに しよう。
まず,封 建制を打倒す るため基本的な土地変革政 策では,1660年の 「土地保
有法」(StatuteofTenure)を成立 させ,革 命 の推進勢 力 として 闘 った ヨーマ
ン層に代表 され る農民階級 を裏切 り,地 主初期 ブル ジ ョア層(商 業資本 ・マニュ
ファクチュア資本家など)の妥協に よる土地所有体系の基盤をつ くった⑥。
そ して,そ の基盤の うえに1662年の地主 に農民を従属 させ る 「定 住法」(Set・
tlementLaw),1689年の 「輸出奨励令法」(BountyAct)と1670年の 「穀物法」
(CornLaw)による地主のための穀物市場 の確保 と安定政策,'さらに1709年
の 「か こい こみ法案」(EnclosureAct)による農民か らの土地取上 げな どいわ ゆ
る第2次 農業革命の諸法案は,農 民 を踏台 とした地 主お よび資本家的借地農 の
階級 的利害を貫徹 した ものである。
つ ぎに,産 業政策では,革 命期に求め られたギル ド民主化運動や初期独 占反
対運動 は農民の運動 と同 じよ うに革命過程 でお しつぶ され,絶 対 王政期 の産業
規制が変革 されず に継続 した。 エ リザベス治世下 に 成 立 した 「徒 弟 法」(The
StatuteofAPPrentices,1563)・「職人規制法」(TheStatuteofArtificers,1563)ば
保守的 ・伝統的政策 として革命期 に存続 した。
最後 に,外 国貿易政 策では土地政 策 と同 じよ うに,貿 易独 占 としての 「特許
会社」(CharteredCompany)にたいす る市民層 の攻撃に もかかわ らず,革 命後
もなお特許権 の追認を うけて貿易特権会社は存続 した◎ その代表 的な特権会社
が,1643年レヴァン ト会社(LevantC・mpany),1645年グリーンラ ン ド会 社
(GreenlandC・mpany),1649年ギ ニア会社(GuineaC・mpany),そして1650年
に東 イ ソ ド会社(EastIndiaCompany)などで ある。 これ らQ会 社は,国 家財
政援助 と引 き換 えに特許状(Charter)の追認を うけ,さ らに,1651年の 「航海
条令」,1660年「海上大憲章」,1663年「貿易促進法」に よる三つ の 「航海法」
(Navigati・nAct)によって,植 民地貿易 の独占的保護 を うけた。
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その他,国 家の財政政策 との関係に よる特殊 な特権会社 として,1694年創設
のイ ングラン ド銀行(Gove垣orandCompanyofTheBankofEngiand)がある。
設立 当初 のイ ングラ ン ド銀行は,国 庫証券 の発 行,長 期 国債 の管理 と租 税の徴
収業 務を主要 な内容 と した 「政府銀 行」(TheGovernment'sBank)であ り,国
家のマ ーカンチ リズ ム政策 の遂行を援助す る特殊 な特許 会社であ った。
こ うしてsイ ギ リスの市民革命は,議 会的 寡頭政治 のなかで」農業におけ る
地主的土地所有体 系,産 業 におけるギル ド規制,さ らには,貿 易1による特権会
社 の支配体制な どマ ーカ ンチ リズ ム体系 の拘 束か ら解放す る ことができなか っ
た。
地主貴族(gentry資本制借地農)や 前期 的資本(特 権的商業資本)に よ る 議 会
的寡頭制が倒 れ,.マー カ ンチ リズム体制が打破 されて,近 代 的産業資本に よる
資本主義的経 済政 策が樹立 され るためにぱ;産 業革命 を経過 しなければな らな
か った6㎡産業革命が進行 し,マ ーカンチ リズム体制 が破棄 され,い わゆ る 「自
由放任」(laissez-faire)政策へ の転換を遂 げる過程は,1814年の徒弟法r定 住法
な ど中世 的産業規制 の撤廃には じま り,19年の ピ7ル 条令(PeersAct)26年,
44年の銀 行条令(theBankAct>などの イ ソグラ ン ド銀 行の 近代的銀行 への脱
皮や金融機構の体 制的整 備,24年の機械 の輸 出 ・移民 の 自由,、34年の救貧法 の
改正 と44年の工場法(Fact・ryAct)の制定,46年の穀物法な ど保護関税制度 の
撤廃,49年,54年 の航海条令の廃 止にいた るまで と考 えることがで きる。 ま
た,こ れに と'もな う政 治構造 の変革過程が,さ きに も指摘 した よ うに1832年の
第1次 選挙法改正法(TheReformAct)から67年の第2次 選挙法 改 正 に か け
て,新 興産業資本 がその利 益を代表 して政治的 に台頭 して きた時期 とも照応 さ
せ ることがで きるだ ろ う。いわゆ る議会 的寡頭政 治に よる絶対主義政 治体制か
ら近代 資本制的政治体制へ の移行過程であ る。
・こ うしてジイギ リスのマー カンチ リズム政策は,産 業 革命 を媒介 として繁栄
した産業資本家階 級の経済 的 ・政 治的 台頭 のまえ'に完 全 に屈服 し,打 ち破 ら
れ,そ してそれは また,イ ギ リスにおけ る資本 の本源 的蓄積 か ら資本制 的蓄積
政策 の転換を示す もので もあ った。 ここに,第15世紀 末頃か らは じま り,第19
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世紀初頭(7)まで続 いた イギ リスの絶対主義 的マ ーカンチ リズ ム体制は,終 りを
告げた のであ る。
最後に,わ れわれは イギ リスの絶対主義 とその経 済政策 の分析を通 じて,日
本 におけるこれ らの問題 を解明す るために重要 な諸点を整理 しておきたい とお
も う。
まず,第1に,資 本主義の正常な発展を示 したイギ リスで さえ も,市 民革 命
後 も制限王政 の もとで 「議会的マ ーカンチ リズム」政策 が強 力に推進 された こ
と,こ れは,日 本 の明治維新期の分析に重要 な手 がか りと な る で あろ う。 ま
た,マ ニュファクチ ュア時代 と照応 させた絶対 主義の三つの歴史 的段階 は織 豊
政権や徳川政権 の性 格規定 につい て重要 な示唆を与 えてい るとお も う。
第2の 点は,い ままでに絶対 主義 の本質をめ ぐって,「階級 的均衡説」か 「封
建反動説」か とい う二者択 一的論議 がかわ された が・イギ リス絶対主義 の諸政
策 にみ られ る,前 期 におけ る近代的 ・進歩的側面 と後期 におけ る保守的 ・反動
的側面 の 「二面 的」 な矛盾政策は,実 は絶対 主i義国家の維持 ・発展 のた めに見
事に統一 された体系的政策であ ることが明 らか とな り,二 つの理論の当否は機
械的論議 と考 え られ る。 したが って,経 済的 には,絶 対主義権 力が封建的生産
関係 と資本主義 生産関係 との均衡 的 ・併存的な物質的基礎の うえに立 つのでは
な く,み ずか らの権 力の強化 ・発展 ・維持のため に,資 本主義的経済 制度 を封
建的生産 関係のなかで限定的に促進す るので ある。階級的均衡の問題 も,絶 対
主義が市民勢 力 と封建的諸勢力 との相対的な階級均衡 を利用す る封建的統一権
力 と理解す る ことがで きるだろ う。
最後 に,第3の 点 として,マ ーカ ンチ リズムの本質規定の問題 であ る。従来
マーカ ンチ リズムを重 「商」主義 と同義 に理解す る考 え方が一般 的であ ったが,
マーカ ンチ リズムは単に重商主義につ きるものではな く,絶 対主義 のおかれた
条件 に よって,重 金主義 ・貨幣主義 ・貿易差額 主義,そ して最後 に工業 主義 と
歴史的に変化 してい く,多 面的な経済政策であ ることが明 らか にされ,と くに
「工業保護主義」 も絶対主義の経済政策であ ることに留意すべ きであろ う。
以上 のイギ リスの分析 を手がか りに 日本 の問題をみ る ことに したい。
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(1)マル クス 「資本論」長谷部文雄氏訳第1部 下,1144頁。
(2)田中豊喜氏 「殖産政策史序説」15頁。参照の こと。
(3)拙著 「イギ リス賃労働形成史論」131頁。参照の こと。
④ ランカ ッンヤー地方のマ ニュファクチュア形成 の問題 は,染 谷孝太郎氏 「産業 革
命」 第5章 「イギ リスにおけるマ ニュファクチュアの形成 と商業資本的支配」 のな
かで研究 され てい るので参照のこと。
(5)「資本論」 第1部,下,1143頁。
(6)この革命期の土地変革過程についてeま,拙著 「イギ リス賃労働形成史論」第3章
「ヨーマ ン衰 退の歴史的動 向」 を参照の こと。
(7)絶対主義的 マーカンチ リズム体制の終 りについて,マ ニコ.ファ クチ ュアと照応 さ
せ て第18世紀後半には じまる産業革命の開始期 までとす ることが理論的に正当であ
るが,そ の体制が完全た資本主義的経済政策へ転換す る時期 として,私 は第19世紀
前半に終期をおいた。(拙 著 「同上書」参照 のこと)
(
2日 本の絶対主義と殖産興業政策について
殖産興業政策はマーカンチ リズムの日本的形態である。この絶対主義的経済
政策が本格的に展開されたのは,「富国強兵 ・殖産興業」、をスローガンとした
明治維新期である。
明治維新は徳川幕藩体制の一般的危機段階=享保 ・天保期にその端緒をもと
めることができる。したがって,殖産興業政策のはじまりも,幕藩体制の危機
回避のための諸改革にもとめることができる。これは日本における 「絶対主義
の前史=初期絶対主義」であり,それはまた,殖産興業政策前史の段階に照応
するものであるといえよう。そこでわれわれは,明治維新に連なる絶対主義と
殖産興業政策の歴史的発展過程の検討からはじめなければならない。明治維新
の展開過程における諸段階とともに殖産興業政策も歴史的にそのすがたをかえ
ながら発展してい くからである。
日本における絶対主義の始期をどの時代に求めるか,こ の問題にはマニュブ
ァクチュア論争とともに1930年代の日本資本主義論争以来の長い研究の歴史を
もっており,いまもなおこの問題の統一的理解をみるにいたっていない。この
問題を明らかにするために,われわれは先学の優れた研究成果を手がか りに検
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討をす すめてい きたい。
日本 におけ る絶対 主義の歴史 的発展についての見解 は,大 別 して三つ の潮流
に分類 し,整 理す る ことができるのではないだろ うか。
まず最初 に,こ の問題 について,も っとも明確 で,そ して示唆 に富んだ見解
を示 された のが服部之総氏であ る。氏 の見解は,「 織 豊政権」 に 「初期絶対主
義」の成立 期をお き,「徳 川幕藩体 制」を 「純粋封建制」へ の再 編過程 として,
幕末 の 「天保改革期以降」 に 「本格 的絶対主義」への傾斜をお き,明 治の廃藩
置県以降に 「本格的絶対主義」=「天皇制絶対主義」の成立 とい う絶対 主義 の発
展段階 を指摘 してい る。 氏 の理論 の特徴は,絶 対 主義を 「初期絶対 主義」 と
「本格的絶対 主義」に区別 され,そ の二 つの絶対主義 の間 に 「計画的堕胎」に
よづて生 まれた 「徳川純粋 封建制」を歴史 的に位置 づけてい ることであ る。 こ
の特徴 ある主張 はつ ぎの ような理論づけの も とにな されてい る。
「初期絶 対主義」は,「ほ ん らい世 界を円形 にせずにはおかぬ近 代資本 主義時
代の,個 々の 国々 とそのあいだにおけ る受胎 と生育の序史段階 をな してい るω」
ものであ り,そ れは 「一 国におけ る 産業 と 商 業の展 開 とい うことばか りでな
く,内 におけ る農民戦争 と外におけ る海賊 的商業 とが,こ れ ら初期絶対主義時
代の一般的存在条件をな してい る(2)」と説 明 され る。そ して,こ の よ うな 「初
期絶対主義」 の 日本 的形態 が,「 信長 ・秀 吉 ・家康 の同 じ時代に世界史的 に出
現(3)」してい ると して,つ ぎの事柄を史料 としてあげ られ る。「15世紀20年代 と
ともに記 録 され,満1世 紀 のあいだ継続す る。 この土一揆一農民戦 争 の 時 代
は,一 国において継 続 した農民 戦争期 の長 さとい う点 では,同 時代 の ヨー ロッ
パの どの国に も見 られぬ ことであ り,し か もヨー ロッパのすべ ての農 民戦争に
内在 した本質的な契機は,方 向 と結末 のあ らす じとともに,具 有 されていた」
し,「加えて,こ の農 民戦争 時代 が,海 外にた いす る海冠貿 易時代 に よってバ
ックされ ていた点 も,こ との本質 に発すれば こそ規を また一 にす る(4)」二つの
点を指摘 し,こ れ につづ く,「1560年の桶狭 間の戦 とともに切 ってお とされ る
信長 の統一戦争」 と 「一方におけ る農民的反抗の計 画的弾圧」,さらに 「検地」
や 「関所 と関税は撤 去 され,ひ さ しく孕 まれていた商業的=産 業的統一 への胎
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動 」「倭憲3世 紀 の 遺産 の集大成た る朱 印船貿 易」 な どの諸政策にみ られ る政
権 の本質は,「非 一ロヅパ中世にみ らるる ごとき純粋封建 国家 ではな く,その解
体 形態」=「絶対主義 的政権で あ った と論定す る⑤」 と明確 に規定 されてい る。
さらに服部氏は,こ れ ら初期絶対主義 を 「初期 マ ニュフ ァクチ ュア 時代」 に
照応 させ,本 格的絶対主義には 「本来 的マ ニ ュフ ァクチ ュア時代」を照応 させ
て,そ の特徴をつ ぎの ように説 明され てい る。初期絶対主義 は 「フラ ンスのル
イ,14世の,イ ギ リスの初期 チa一 ダe・…諸王 の」政 治形態 を さし,「それ らはそ
れ以前 の純 粋封建時代が,小 経 営,問 屋制 家 内工業 お よび その結合 としての初
期資本制生産方法をその生産物 とともに孕 んだ段階 に照応 あ る権 力 で ある⑥」。
これ に対 し,本 格的絶対 主義 は 「典型的な国 イギ リスのマ ニュフ ァ,クチ ュアの
形成 と絶対主義政権 の誕生は,15世紀末 のペ ン リー7世 時 代 まで遡 ることが出
来 るが,に もかかわ らず マル クスが イギ リスにおけ るr本 格的マ ニュファクチ
ュア時代』 の成立をみ とめた時点は エ リザベス朝の16世紀後 半か らの ことであ
る。 も う流産 のおそれはない。そ うな った段階 の絶対 主義 を,わ た しは本 格的
絶対主義 とよんだ のであ る。 フラ ンスでは コルベ ールに領導 され るルイ14世
(1643-1715)の国家,プ ロシ ャでは シ ュタイ ン=ハ ルデ ンベル グに設計 され る18
世紀後半か ら1848年～72年の ビスマル ク的転換 までの時代,日 本 では大 久保利
通が基礎をお く明治絶対主義,こ れ らがわ た しのいわゆ る本格的絶対主義で あ
る⑦」と述べ,さ らに,そ の歴史 的方 向 として,本 格的絶対 主義 は 「革命に よる
か改革に よるかを問わず大産業 と近 代国家へ の転生を必至の宿命 として もち,
いわゆ る 『純粋』,封建制へ の回帰 の可能性 はす でに も う与 え られてない」しか
し,初 期絶対主義は 「初期資本 制生産方法をそ の生産物 とと もに孕んだ段階に
照応す る権 力の形態で ある。だが孕むに も受胎す る ときか ら岩 田帯を祝 う5カ
　 コ 　
月までのひだちがあ り,そ れ までに えて しば しば流産 とい う こ と は あるもの
だ(8)」と指摘 し,「日本 の場合は,秀 吉 の朝鮮遠征 の失敗。徳川家 の胎盤た る東
国的封 建制の堅固 さ。没落す るスペイ ン ・ポル トガル,上 昇す るオ ランダ ・イ
ギ リス,や がてまた沈 み さるナ ランダの,地 のはてにふ さわ し くみに くい葛藤
一一 これ らすべ ての帰結た る鎖国断行が成功 したおかげで,流 産 とい うよ りは
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む しろ計画的堕胎が成功す る(9)」と説 明 され てい る。
したが って,服 部氏 の見解は,織 豊政権 にみ られた 日本の初期絶対主義 が,
徳川幕藩体 制の移行過程 で一転 して 「純粋 」封建国家へ逆行再編 した ことを意
味す る。 この ことを氏は,「1830年代いぜ ん の全体 としての 目本 封建制社会が
おおむ ねr純 粋封建 制』 であ ること,1830年代以後におい ては政 治お よび権 力t
の組織 と しての国家形態 はいぜ んた る純粋 封建的 の幕府 であ りなが ら,こ れ に
照応す るi基本 ウクラー ドとしてのr土 地所 有 の純粋封建的組織 と発達 した小農
経営』 とは,対 立 的 ウ クラー ドた るマニ ュフ ァクチ ュア時代 の資本制生産方法
に よって変悪 され,解 体 にむ かい,r純 粋』性 を急速 に喪失 しつつあ るので あ
り,さ れ ば こそ絶対主義への改編が必至化 され て くるのであ る⑩」 ど指摘 され
る。 ・ ・
以上,服 部之総氏 の特徴 と重 要な点を紹介 したが,こ の理 論を軸に 日本 の絶
対主義 やマ ニュ論争 な ど日本資本主義 が展 開 され,発 展 してい くのであ る。
まず,こ の理論 に反対 し,批 判的見解を主 張 された代表 的の人 として土屋 喬
雄氏をあげ ることがで きるだろ う。
土屋 氏は まず,初 期 絶対主義か ら移 行 した徳川幕藩体制 の 「純粋 封建制」論
に反対 し,近 世封建制社会を 「後 期封建制社会」 あ るいは 「崩壊 期封建社会」,
と規定 され,つ ぎの ように説 明され てい る。 「近世即 ち江戸時代は,我 が封建
社会 の最後 の時代,そ の欄熟 ・崩壊期 であった。略 言す れば,後 期封建時代 で
あった。 それ故 に経済史上か ら見れ ば,260余年 の過 程において封建的経済様
式が次第 に崩壊 に赴 き,之 に反 して非封建 的経済 様式た る早期資本主義的商 品
経済様式が漸次にその社会 内部 に発 展 した時代であ った⑪」 と述べ,さ らに,
服部氏の幕末 「本 来的マ ニュファクチ ュア時代」説を批判 し,幕 末の工業 生産
の実証的研究をすす めて,「地方に よって はマ ニ ュの相当 の発展の 見 られ る 所
もあるが,概 して言えば,私 の見 た資料 の範 囲内では問屋制家 内工業 の方が主
要な形態で あった⑫」 と説 き,こ れがそ の後 のマ ニュ論争へ と発 展 してい くの
である。
ところで,土 屋氏が指摘 された幕藩体制 の本 質規 定 の問題 とそ の経済的基礎
52明 大 商 学 論 叢(52)
としてマニ ュ問題は,い うまで もな く日本 の絶対 主義 の始期をめ ぐる問題で あ
り,ま た明治維新 の本質規定 に連な る重要 な問題であ るので,他 の見解 を交 え
なが ら,こ こでふれ てお きたい とお も う。
初期絶対主義を織豊政権に求め る服部説 を支持 しなが らも,徳 川政権 の理解
に異 な つた見解を示 され てい るのが,大 内力氏で ある。大 内氏は 日本 の封建社
会 が 「足利 時代 には もはやそ うとう崩れは じめ ていた。 この時代には,と くに
その後期 になる と,大 名領地が成立 して くるが,そ れはすで に商 品経済 があ る
てい ど発達 し,地 方的な市場圏 が形成 されは じめた ことに対応す るもの と考え
プ み ん
ていいだろ う。 それ と同時に,こ の時期には 明をは じめ とす る対外貿 易がそ う
と う大規模 にお こなわれ るよ うにな り,そ れ とともに堺 に典型的にみ られ る よ
うな商業都市の形成 もすすんでい る。商人層 の台頭 もそ うと うめ ざま しい もの
があ った とみていい。 こ うした状態は,ヨー ロッ☆大陸につ いていえば,ほぼ15
ty16世紀 の状態 に対応す る ものであ り,や がて絶対王政 が形成 され て くる時期
で あ った とみ る ことができるだ ろ う⑬」 と指摘 し,織 豊政 権が 「すでに初期絶
対主政 の性格 をは っき りもっていた とい っていい のであ る町 と明言 され てい
る。そ して,「徳 川政権 は,こ うい う初期絶 対王政の成立 を基盤 として形成 さ
れた。 しか しそれ は絶対王政 を順調 に発展せ しめ てゆ く道をた どらないで,む
しろ封建 制を再編成 してゆ く道 をた どった ので あ った」 としなが らも,徳 川期
は 「は じめか らr純 粋』封建制 とはいち じる しくかけはなれた ものであ り,絶
対王政 への傾斜を強 く内包 していた⑮」,封建制社会 である と服 部氏の純 粋封建
説 を否 定 してい る。大 内氏は本格的な重商主義段階を 「徳川期 の後期,ほ ぼ17
～18世紀の交 か ら1890年ごろまで と考え るこ とが できる。一一般 に重 商主義 段階
は,ブ ル ジ ョア革 命をなかにはさんで,絶 対王政 の時期に対応す る前期 の段 階
と,い ち お う近代国家の体制 を ととのえた うえで進行す る後 期 の段階に区分す
るこ とが でき,た とえば イギ リスで も18世紀半 と後半 の二度 の ブル ジ ョア革命
の前後で その ような区別がみ られ るが,日 本で も1868年の明治維新をなかには
さんで,そ のまえ とあ とでは,重 商主義段階の性格はかな り異な ってい る。 し
か レ この約200年は,基本的 には重商主義段階 と しての性格を そなえてい ると
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考 えていいae」と指摘 し,服 部氏が,.「厳 ・マ ニュ時代」=(本格的マニュファクチ
ュア時代)を 「幕末 開港以前に発 し明治20年代 にいた る半世 紀及至4分 の3世
紀の期 間を有す るものであろ う⑰」 と述ぺ られたの と大 内氏 の見解 とのあいだ
に大 きな隔た りはない。 その後,両者 の見解は,明治維新 の本質や 明治国家の本
.質をめ ぐって大 き く別れ るが,絶 対主義 の時代 区分論については一致 していた
もの と考 えて よいだ ろ う。 と りわ け,織 豊政権に初戴絶対王 制の性格 を認 め る
見解は,E.・H.ノー マ ンの 日本重商主義説 とともに,わ れわれ に一つの問題を
投げかけ ている。 ノーマ ンは,織 豊政権の経済政策につい て 「外 国貿易,海 賊
行為,植 民 の端 緒す ら一 た とえばシ ャムにおけ る山田長政(1578～1633)一、
なかんず く秀吉 の朝鮮遠征は,同 時代 の ヨー ロッパことにイギ リスの貿易,.海
賊行為,植 民活動に対応す る一種 の重商政策を指 向していたGe」と指摘 し,「明
治維新 は秀吉 が仕残 した ことか ら始めねばな らなか った⑲」 と述べてい る。
これ らの絶対主義の時代区分論 に反対 し,徳 川期 を重商主義段階 と規定 し,
さきの土 屋氏 と類似 した見解を主張す るのが,大 谷瑞郎氏に代表 され る論調 で
ある。
・大谷氏は,「徳川期の 日本は西 ヨー βッパ世 界 における 資本主義 の重商主義
段階につ うじる」 とし,「この 時期 を もっぱ ら封建社会的側面か らのみ見 よ う
とす るのは,む しろ 『後 向 き』 の歴史観 に よるものであろ う⑳」 と主張す る。1
その論拠 として,大 谷氏は,徳 川期 の鎖国政策 が服部氏な どが主張 され てい る
日本 におけ る資本 の本源 的蓄積=重 商主義政策へ の進行 の障害 とはな らなか っ
た ことを あげ,「日本へ の輸入品が,主 として奢修品だ った ことは,鎖 国政策
の実現 を容易 に した と考 え られ る。 また,外 国貿易に制限が くわ えられて も,
多 くの商人 の受 ける打撃はそれほ ど大 きくなか った」 し,逆 に 「鎖国政 策は,
一面か らみれば,日 本 の工業を保護す る結果 に もなってい る⑳」 とし,「鎖国政
策や,そ れ に ささえ られた国 内の統 治体制 に もかかわ らず,日 本 におけ る初期
資本主義 は,19世紀なか ば過 ぎの開国後 にその確立へ た っし うるだけの発達を
つづけたのであ り,徳 川政権 もしょせん近代化 してゆ く歴史 の流れを逆転 させ
るにはいた らなか った口」'と指摘 してい る。 そ してダ さきの徳 川政権にたいす
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る大内氏の 「封建制再編成」説や服部氏の 「純 粋封建制へ の流産」説 を批判 し
てい る。 したが って,氏 の徳川幕府の政治的規定 は,「日本 とい う国家 の内部
に大 名領 国が存在 した よ うな状態は,い っけん絶対王政 にはほ ど遠 い よ うに見
え るであろ う。 また,大 名領国 に当た るよ うな ものをその内部に包含 してい る
よ うな絶対主義国家は,た ぶん西 ヨー ロッパの近世 には見 い だ し えないだろ
5,と しなが.ら,,「将軍 は他の大名 よ りも格段に高い政 治的地位を占めていた
と見 ることが できる。 そ うだ とすれば,徳 川将軍 の地位 には,ヨ ー ロッパ史 に
.おけ る絶対君主 に近い面 があ った㈲」 として,「封建王政」説な どを否定 し,「徳
川政権は絶対王政 的であ り,近世(近 代初期)的 で あろ うPt」と指i摘され てい る。
1
さらに,大 谷氏は,前 述 した大 内氏の重 商主義 の時代 区分論にふれ,大 内氏
が 明治維新後 に後 期重 商主義段 階を設定 された ことを批判 して,つ ぎの ように
述べ てい る。`
「ブルジ ョア革命をは さんで重商主義段階 が二分 され る とい うのは,じ つは
イギ リスの ような先進 資本主義 国につい てのみ言 える ことで」,「一段 とお くれ
た後進資本国た る日本 の場合には,明 治維新後 に産業革命 の急速 な展開 をめ ざ
して強い努力が払われ,新 政府 は まず産業革命 の舞 台装置を ととのえる ことか
ら手がけた」「産業革命期」であ って,「む しろ 自由主義段階へ移行 しつつ ある
時期 だ と言 え よ う㈲」 と指摘 し,「重商主義段 階がいちお う明治維新期 で終わ る
とい うことは,日 本 にお ける資本 の本源 的蓄積過 程がそれ までにそ うと うてい
ど進 んでいた ことに対応す る。逆 に言えば,日 本では資本 の本源 的蓄積 が明治
、
維新期 ない し幕末に始 まったのではない四」 と強調 されてい る。
.したが って,大 谷氏の 明治維新論は,ブ ル ジ ョア革命説であ り,「明治維新 と
ともに出現 した いわゆ る近代的天皇制 も,た ち まち絶対王 政ではあ りえな くな
った働」 と主張 され,「明治維新 に よって生 まれた近代的天皇制政権が,ブ ル ジ
ョア政権 と してめず らしいほ どの,き わめて強力な中央集 権的性格を発 揮 した
こ とは」,「しば しば誤解 されてい るよ うに,当 時の 日本の ブル ジ ョアジーが未
熟だ ったか ら,政 府 の権 力が強 くな った のでは ない。 ブル ジ ョア ジーの ささえ
る力が強か ったか らこそ,西 洋 諸国の圧 力を うけなが らも,.明治政権 は きわめ
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て強い中央権力にな りえたのであ る㈲」 と明治維薪 の ブル ジ ョア的近 代化を主
張 され てい る。
こ うした明治維新 とその国家 にたいす る 「近代的主張」は,い わゆ る 「労農
派」 と呼ばれ る人たち と部分的に見解 の相違は あ るけれ ども,結 論 として共通
した考え方にな ってい る。
た とえ ば,労 農派 の代表的な人山川均氏は 「明治維新 は,そ の本 質 に お い
て,ブ ル ジ ョア革命で あ ったが,そ れは,ブ ル ジ ョア革命を完成 した ものでは
な く,そ の 『発端』であ った剛 と指摘 され てい る。 これ に近 い考え方 として,
さきの大 内力氏を中心 とした 「日本 における資本主義の発達」(東京大学出版会)
の著者 の論 調をあげ ることが てきるだ ろ う。明治維新について 「われわれは 明
治維新は ブル ジ ョア革 命であ 坑 資本家的生産様式の発展に即応 した制度が こ
れに よって形成 された もの とみ るのであ る。 もちろん この ことは明治維新が完
全無欠な,あ るいは代表 的な ブル ジ ョア革命 であ った と 主 張 す るわけで はな
い。 ブル ジ ョア革命 として不徹底 な面,妥 協的 な点を無視す るこ とはで きな い
し,ば あいに よっては この革命 としての不 じゅ うぶん な点が強調 されなけれ ば
な らないが,し か し歴史的本質 にお いて明治維新 はブル ジ ョア革命であ った と
い うのであ る帥」 と述べてい られ る。
この主 張 とは逆 に,明 治維新 をは じめ とした 日本 の経済発展 の封建的 ・特殊
的性格を強調す るいわ ゆ る 「講座派」 の論調があ る。
この派の主張す る理 論的特徴 は,ま ず,徳 川政権 を服部氏 も主張 され た 「純
粋封建制」 と規定す ることで ある。
この主張は,周 知 の よ うにマル クスのいわゆ る 「土地所有の純粋封建的組織
とその発達 した小農民経済⑪」 とを基本的 ウクラー ドとして,こ れに照応す る
純粋封建 的統一 者 として徳 川幕府を把握 し,こ の時代 の社会経済構成を 「純粋
封建制」 と規定 してい るのである。 この徳川幕藩体制 を支え る土地所有 の本質
を 「純粋封建的土地所 有」 と規定 した のが 山田盛太郎氏であ る。山 田氏は,徳
川 政権を 「純粋封建的土地所有組織 と零細耕 作農奴経済 とに よって特徴 づけ ら
れた徳川封建制Be」といわ れてい る。 山田氏 と同 じ見地にた って,平 野義太 郎
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氏は,徳 川期を 「世 界史 的規模に おい て も,極めて典型的な封建制であ ったが,
発達せ る農 奴的零細耕作 を基礎 とし,各 藩が,そ れぞれ独 自の純粋な隷農国家
を形成 しつつ,斉 一 に発展 し来た った封建制は,ア ジア的な,し か も,純 粋封
建制 と して特徴 づけ られ る搾取諸様式を構造づけ られていた臼」 と述ぺ,「徳川
封建制は,た だ,内 攻 的に解体 をな し,内部的に崩壊す るのみ で,西欧 における
よ うに,次 第に ブル ジ ョア的発展 に照応 しつつ成長せ る巨大な封建侯 みつか ら
の 内部か らマーカ ンテ ィリズム的政策 を もつ資本 の原始蓄積 国家形態 を推 転形
成せ しめ る こともな く,ひ とへ に,腐 朽 ・頽廃 して行 き,世 界資本主義 の接触
に遭ふ や,内 的矛盾の増 大を支 え切れず,ミ イ ラが空気に あった ときの ごとく
俄然 として直 ちに瓦解 した ものにほかな らなか った」 と明治維新にふ れ,こ の
「産業的 ブル ジ ョア ジーの不具的未発達 」が 「それ 自身,半 農奴的商品生産,
流通を表現す るブル ジ ョア的発展の一所 産であ ると同時 に,封 建的領有制の綜
合的統一 の体統た る⑭」 明治絶対主義 を形成 した とされ る。
同 じ 「徳川純粋封建制」の立場 を と りなが らも,こ の平野氏 の理論 と対照的
に,マ ニュファクチ ュアの成長を徳川封建制の内部に もとめた のが,さ きの服
部氏で ある。 しか し,両 者の見解 は別れて も,明 治 国家 の本質を絶対 主義 国家
と規定す る統一 的意見 を もってい る。
平野 氏は 「明治維新が決 して ブル ジ ョア民主主義変革で もなければ,社 会過
程 において も完 全な ブル ジ ョア革命で もな く,外 国資本主義 が 日本封建制の崩
壊 を強制 した契機 において,み つか らの内的条件に よ り,封 建制 の自己解体 を
余儀な くせ られたのであ るか ら,封 建 制 の妥協的解 消を内包 しつつ,封 建的領
有の全国的統 一が行わ れ るにいた った ことである臼」 と指摘 され,服 部氏 もさ
きに指摘 した ように本 格的絶対 主義 を 「大久保利通が基礎 をお く明 治 絶 対主
義 」に求め,明 治以降の天皇 制国家 を絶対王政 と規定 してい る⑯。
この明治絶対主義国家論を論拠 と して,近 代 の時代区分 をされたのが遠 山茂
樹氏 である。
遠 山氏は資本主義的発展 の時期 区分 として,近 代を三期 の小時期 区分 として
つ ぎの よ うに説明 され てい る。
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第1期=1853(嘉永6)年 ～1877(明治10)年「封建的社会構成体か ら資 本主
義的社会構成体への移行が胎動す る時期 」。 この時期の特徴 として,「経済 的に
は単純商品生産(小営業)ウ クラー ドが支配的な時期 である。封建経済 の崩壊過
程であ るが,資 本主義 的生産形態 は,な お局部的 にば らば らに発芽 してい るだ
けである。政 治的 には統一国家の形成過程であ る。1868(明治元)年,幕 府は倒
壊 し,1871(明治4)年,廃 藩置県が実現 した。 新 しい権 力は諸藩連合政権か
ら天皇制官僚政権(絶 対主義)に 転 化す るが,ま だ専制権 力 と確立 しない」こ と
を あげてい る。 さらに,こ の第1期 を明治維新 の始期 として とらえ,具 体的視
点 として,内 的条件を1840年代初頭 の天保改革 の失敗 に,外 的条件 を1853年の
ペ リー来航 におかれてい る叫
第2期=1878(明治11)年～1889(明治22)年,「資本主義的社会構成体 へ の
転化 の開始期」。
この時期 は 「経済的にはマ ニュファクチ ュア時代である。政府は機械 制工 場
制度を試み るが,地 についた ものにな しえない」 時期 で,政 治的には天皇制絶
対主義が81(明治14)年に 「自由民権運動の変 質 ・敗退 に よって両者は妥協す
る。89(明治22)年の大 日本帝国憲法発布を もって,天 皇制国家機 構は 完備す
る。それは,絶 対主義王権 の支配の確立であ ると同時に,支 配形態 はブル ジ ョ
ア立憲制的修正を受けてい る⑱」 とその特徴点をあげてい られ る。
第3期=1890(明治23)年～1916(大正5)年,「資本主義 的社会構成体へ の転
化の完 了期 」
この時期 は 「経済的には産業革命期であ る。同時にその末期 には独 占資本主
義 の形成 がは じま る。政治的 には,憲 法発布当時,政 府が意 図 した超然主義 は
事実上放棄 され,天 皇制官 僚勢 力と,地 主 ・ブル ジ ョア政党 勢力の癒着 が進む
とともに,地 主 ・ブル ジ ョアが権力 の担い手に加わ った」 しか し,「こ の 時期
の天皇制 の本質はなお絶対主義 であ るが,ブ ル ジ ョア的側面,と くに政策面 で
のブル ジ ョア的性 格は一段 と強 まって いる,他 方で,1900年の義和団の変 を契
機に,天 皇 制は国際 的には帝 国主義権 力 として の役割を もったθ」:と指摘 し,
最後 に 「この時期 の末期 に,権 力内部 での ブル ジ ョア ジーの比重が増大 し,絶
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対 主義権力 か らブルジ ョア権力へ の転 化が は じま った」 と述べ,明 治維新=非
ブル ジ ョア革命説 の 「絶対主義王権 か らブル ジ ョア王権へ,な しくず し的に移
行す る㈹」 と論証 を されてい る。
以上,日 本に おけ る絶対 主義 とその経 済政策史研 究の代表 的な考 え方 をみて
きたが,そ のそれぞれ の理 論は,こ れか らのわた した ちの研 究に多 くの示唆を
与 えて くれた。
最後に,こ れ らの秀 れた研究成果を踏 まえて,今 後 の研 究すべ き問題点を明
らか に してい きた い。
その第1は,日 本 の絶対 主義 の成 立 を どの時期 に設定す るか とい う問題で あ
る。最初 に この問題を提起 された服部氏 の初期 絶対主義=織 豊政権説 について
ふ れ てお きたい。た しかに織豊政権 とそ の経済政策 が,イ ギ リスのヘ ン リー8
世(1509～1547),エドワー ド6世(1547～1553)の初期絶対 主義や その初期 マー
カ ンチ リズムに近 似 した もの として,肯 定 され るが,し か し,織 豊政権 を支え
る物 質的 ・経済的基礎 が,絶 対 主義 を形成 し うる よ うな 「ブル ジ ョア的発展」
の うえにた ってい なか った ことであ る。 織豊政権はい まだ現物経済に もとつ く
小農 民経済 を基礎 とした封建 的土地所有 関係を基 本 とした経済関係に あ り,小
商 品生産者の広汎 の展 開のなか でマ ニュフ ァクチ ュアが成立 しうる ような初期
絶対主義 の歴史 的諸 条件は整 ってはいなか った。 したが って,マ ニュファクチ
ュアを欠如す るこの段 階に初期絶対主義や マ ーカ ンチ リズムを思考す ることは
,尚早 であ るといわ ねぽな らない。織豊政権 は中世 的な封建制解体過程 の封建反
動権 力で あ り,「 徳 川幕藩体制 とい う封建的統一権 力す なわ ち 『封建王制』を
うみだす前 夜 の権力で あ った旬」 とみ るべ きであ ろ う。 同 じ理 由か ら,徳 川政
権 を崩壊期封 建制=絶 対主義権力機構 とみ る考 え方 に も同調す る ことができな
い。徳 川政 権が ブル ジ ョア的発展に対応 させ,み ずか らを 自己否定 して幕藩体
制 か ら絶対 主義 的権力に脱皮 しよ うとしたのは,天 保 改革以降 と考 え ることが
で きる。 日本におけ る絶対主義 の始点を天保 改革 以降 にお き,こ の時期 の殖産
興業政 策を 「絶対主義 的改革に傾斜 した殖産興業」=「日本型 マ ー カ ン チ リズ
ム」 と規定 したい。 また,そ の経済的基礎 として の天保期 マ ニュフ ァクチ ュア
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の成立 ・展開が,最 近 の実証 的研 究で明 らかに されつつ あ り㈹,こ れを深め る
こ とが今後の課題 とな るだろ う。
第2は,明 治維新 とその国家の本質 を ど う規定す るか とい う問題であ る。周
知の よ うに,こ れ らの問題には,い まなお多 くの議論があ り,そ め論争はなお
継続中で帰結をみていない。 しか し,明 治維新を ブル ジ ョア革命 とす る見解 と
これを否定す る見解 とのあいだには外 見の表現ほ どにそ の具体 的 内容 に隔た り
はない ようにお も う。遠 山氏 も指摘 され ている ように,ブ ル ジ ョア革命説 も,
明治維新は きわめて妥協的かつ不徹底 な革命で あって,封 建制の残津を広汎に
残 してお り,明 治国家権 力は本質的には ブル ジ ョア権 力ではあ るが,絶 対 主義
的性格を ももってい るとしている。他方非 ブル ジ ョア革命説 も,16・17世紀 ヨ
ー ロッパに見 られた絶対 主義 の概念が,そ のまま天皇制の規定 に あては まるの
だ とは していないのである臼。 そ こに,わ れわれは両者の接点 をみいだ し,新
しい考え方を導 きだす ことがで きるであろ う。
いずれ に して も,明 治維新は イギ リスの市民革命 よ りも不徹 底で,保 守 的 ・
妥協的革命であ った ことは事実 であ り,こ れを古典的革命概 念に とらわれ るこ
とな く,明 治維新 が革命 の過程 で歴史的 に変容 してい く姿 を正 し く位置づけ る
ことが必要 ではないだろ うか。 また,も う一つの ことは,イ ギ リスの ブル ジ ョ
アジーが,み ずか らの手 で封建 的権 力を打倒 し,国 王を装飾品 としてか ざって
利用 したのに対 し,日 本 の ブル ジ ョア ジーは革命的任務を放棄 し天皇制権力を
前面にお し立 て,依 存 しなが ら発展 していった,と い う歴史的 事実。 これ らの
ことは,同 時に,明 治維新 国家 の歴史的位置づけ と殖産興業政 策の歴史 的特質
を明 らかにす る うえでの基本 的前提で もあるといえ よ う。
服部氏は,明 治維新を1853(嘉永6)年 のペ リ 一ー来航 か らは じま り,1879(明
治12)年の琉球廃藩に よって終結す るとい う見解を示 し,こ れ を6段 階 に分け
て政治過 程の推 移を説 明 され てい る⑭。 しか し,わ た しは,さ きにみた遠山氏
の資本 主義 的発展の時期 区分を参照 して,経 済発展段階 と政 治的変化を照応 さ
せ段階に分け て考 えてみたいo
第1段 階は,天 保改革か ら安政 改革にかけて示 され た,「徳川絶対主義(タ イ
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クン政権)」と西南雄藩 の 「領 国絶対主義(ミ ヵ ド政権)」との対決 には じま り,
1867(慶応3)年大政奉還,1891(明治4)年 廃藩置県,1877(明治10)年西南戦
争 の反政府運 動の鎮圧 まで とす る。 この期 は経済的 にはマ ニュフ ァクチ ュアの
発 生はみ られず,単 純 商 品生産の枠 内に とど まっていた時期であ り,政 治的に
は統一 国家 の形成過程に あ り,ま た諸藩連合政権 か ら天皇制官 僚政権へ転 化す
る過程で もあ った。他面,こ の時期は天皇政権 が相対的 ・独 自性=専 制支配 を
確立す るため に,富 国強兵,殖 産興業を ス ローガンに ブル ジ ョア的改 革に着手
した時期で もあ った。学制頒布(1872,明治5年),地租改正条例公布,徴 兵 令布
'告(1873,明治6年),な どの改 革,新 橋一横浜間の鉄道開通 ・富岡製糸場設置
(1872,明治5年)な ど,近 代的機械 の ヨーロ ッパか らの導入政 策が こ れ で あ
る。 しか し,こ の時期にはい まだ天皇制に よる専制体制 は確立 され ては いなか
った。む しろこの時期 は,地 租 改正 ・紙 幣公債政策,産 業資金交付政策な どの
諸改革を通 じて旧封建 支配者,地 主,政 商資本家階層を権力に結集 させ る準備
期 と考え る ことがで きる。
第2段 階は,1878(明治11)年の 自由民権運動 と天皇制政府 との抗争 には じま
り,1881(明治14)年国会開設 の勅命 に よる両者 の妥協をへて,1889(明治22)
年大 日本帝国憲法発 布に よる 「表見 的立憲体制」 の成立 までの時期 である。 こ
の時期の特徴 は,経 済的 には マ ニュブァクチ ュア時代であ り,政 府 の上 か らの
産業革命=機 械制工場 制度 の移殖 はまだ定着 して いない時期で あ り,政 治的 に
は上か らの妥協的改革 に よって憲法 が制定 され,立 憲的外観に装われた 「外見
的立憲 主義」 の確立期 であ った。大 日本帝国憲法は,プ ロシ ャの君主制憲法を
範 とし,神 聖不可侵 の天皇 が統治権を総撹す る とい う 「天皇主権」の基 本原則
を内 容 とした ものであ り,イ ギ リスの市民革命で示 された 「国民主権」を謳 っ
た 「権利 章典」(BillofRights,1689)とは お よそかけ離れた ものであ った。 国
会 は;制 限的 ・身分的 な もの とな り,天 皇を中心 と した枢密 院を国会 と内閣か
ら独立 させ,憲 法改正権 を国会か ら奪 うな ど,憲 法は,天 皇の絶対的 ・超越的
大権を制度的に確立 した ものにほか な らなか った。 日本におけ る憲法制定や国
会 開設 は,「外見的立 憲主義」の も とに 「表見的立憲君主制」 の国家形態 の樹立
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を意味す るもの と考え ることがで きる。 この君主制 の樹 立は,新 政府の庇護 に
よって力を強めつつあ る寄生地 主と財 閥化 しつつある政商資本を社会的基礎 に
軍部 ・官僚支配の体 制強化過程 で もあ った。 したが って,そ れは天皇 制め絶対
主義的,専 制的支 配体 制の再編成 であ って,決 して,「 立憲 的 ブル ジ ョア君主
制」へ の変質 ではない。一方,1880(明治13)年の紙幣整理 ・官営工場払下概則
公布,1881(明治14)年日本銀行の成立 な どこの時期 における 一連 の経済政策
は,資 本の本源的蓄積段階か ら産業資本確立段階へ移行す るための準備政 策で
あ り,こ の時期は転換のための過渡 的段階 にあ った とい うことがで きる。
最後の第3段 階は,1830(明治23)年の第1回 帝 国議会 の 開催 には じま り,
1898(明治31)年の大隈 ・板垣政党 内閣 の成立,1900(明治33)年の立憲政友会
の結成 な どしだいに表 見的立憲君主制が定着 した時代であ り,同 時に1900(明
治33)年の義 和団事件,治 安警察法公布,1910(明治43)年の大逆事件な ど,・天
皇制を頂点 とした軍 閥 ・財閥 ・地主 ・官僚に よる軍事的警察的専 制 体 制 の強
化過程で もあった。 この体制は,1894(明治27)年の 日清戦争,1904(明治37)
年 の 日露 戦争,1914(大正3)年の第1次 世界大戦 と日本 の帝 国主義侵略戦争べ
の足場を築 くものであ った。 と くに,こ の期 の政 治的特徴 として注 目す べ きこ
とは,天 皇制官 僚勢力 と,地 主 ・ブル ジ ョア政党 勢力の癒着が進 み,権 力内部
での ブル ジ ョア ジーの比重が増大 して,し だい に絶対主義 的権 力か らブル ジ ョ
ア権力へ と移行をは じめた ことで ある。 この時期の経済 的特徴は,産 業革命が
進行 し,日 清戦争を契機に資本主義が確立 した ことである。 日本におけ る産業
革命 の時期区分やそ の歴史的規 定について,い まなお研究者 のあいだで意見の
一致をみていないが,こ こでは,そ の始期 を蒸気力を原動 力 とした1万 錘以上
の紡績会社 の設立 と官営工場 の本格的払下 げの時期 を指標 とす る明治20年代に
求め,そ の終期 を八幡製鉄所 の操 業,造 船 技術の世界水準へ の到達,工 作機械
の製作を指標 とした明治30年代 か ら40年代 に求めておきたい。 これ を裏付け る
日本産業革 命の歴史 的検 討は別 の機会を まつ ことに して,こ こで明 らかに して
お くことは,イ ギ リス産業革命 を認識基 準 とし,そ れ との対比において,t日木
め産業革命完成i産 業資本確 立 の時期を確定 してお くととである6イ ギ リスで
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は,産 業革命が終了 した1830年代 に産業 資本 家は まず 「選挙 法改正」(1832)に
よって政治的発言権を確立 し,「工場法改正」(1833),「穀物法撤廃」(1846),「航
海条令廃止」(1849)などを通 じて従来の一～一カ ンチ リズム政 策を除去 し,産 業
資本主義の確立 をはか った。そ して,イ ギ リスは,1863年の 「機械 輸 出 自 由
化」政策にみ られ るよ うに,新 しい 「経済 自由主義時代」=(産業資本主義段階)
をむか えたので ある。
これに対 して 日本では,産 業革命が絶 対主義的改革の一環 として上か ら指導
され,し か もそれが ヨー ロッづか らの洋式生産方法 の移殖 ・育成 とい う形態で
進め られ たた めに,崎 型的な産業 資本 の確立 を も た ら し た。その うえ,イ ギ
リスの産業革命 にみ られ るよ うに,個 別 資本 が徐 々に集積 され,ほ ぼ1世 紀 に
わた ってマ ニュファ クチュアか ら大工 業へ の転換が行な わ れ た の とは異な っ
て,日 本ではわ ずか10数年 のあいだに軍事工 業お よび軍 事関連 産業の強行的創
出に先導 されて産業革命が行なわれたために,そ の必然的な結果 として 日本資
本主義 につ ぎの よ うな特質を もた らす ことに な った。第1に,産 業革命 を経験
した 「外来産業」=(近代的大工場)と 産業革 命か らと り残 された 「在来産業」=
(零細中小企業)と の産 業構造 の うえにいち じるしい不 均衡 が生 じた こと。 第2
に国内市場の狭盤性 と大工業 の独 占的市場支配 のた めに カルテル的独 占形態が
早期 に形成 された こ と。第3に,上 か らの産 業革命の結果,産 業 資本が地主や
政商 と対抗す る ことな く逆 に抱合 して天皇制 の社会的基礎 をつ くり,企 業 と国
家 との強い相互依存 関係をつ くった こと。第4に,軍 事関連産業 を育成す るた
めに,紡 績業 におけ る 「飢餓」 輸出がつね に招来 した こと。 これ らの特 質が,
経済 的 自由主義 の時代を もたない早熟 ・早老の 日本資本主 義 を 形 成 し,こ れ
が,ま た,中 国分割競争参加へ の道を開 き,い わゆ る 「帝国主義的発 展」へ の
道 を踏み だす ことにな った。 したが って,日 本資本主義におけ る産業資本確立
段階 は,同 時に 日本資本主義 の帝 国主義段階へ の移行 の開始期 で もあ った。 こ
の過程 はまた,日 本 の絶対主義的 国家体制の崩壊 の ときで あ り,新 しい経済政
策へ の転換の ときで もあ った のであ る。
以上,日 本 における絶対主義 とその経済政策 の歴史 的解 明を試 みたが,こ の
(63) 絶対主義とその経済政策をめぐる諸問題63
3段階説 も試案にす ぎず 多 くの問題を残 してい るだ ろ う。今後 は,こ れを実証
的に明 らか に し,こ の研究を深めていきたい とお も う。
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